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第三者割当増資における発行株式数の確定に関するお知らせ 

 

 

 平成 30 年６月１日開催の当社取締役会において決議いたしました第三者割当による新株式発行に関し、

割当先である大和証券株式会社より、発行予定株式数の[全部]につき申込みを行う旨の通知がありました

ので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

 

（１） 発 行 新 株 式 数   108,400 株 

   （発行予定株式数108,400株） 

（２） 払 込 金 額  １株につき 2,330.32 円 

（３） 払 込 金 額 の 総 額  252,606,688 円 

（４） 

 

増加する資本金及び 

資 本 準 備 金 の 額 

 増 加 す る 資 本 金 の 額 126,303,344 円 

 増加する資本準備金の額 126,303,344 円 

（５） 申 込 期 日  平成 30 年６月 26 日（火） 

（６） 払 込 期 日  平成 30 年６月 27 日（水） 

 

＜ご参考＞ 

１．今回の第三者割当増資は、平成 30 年６月１日開催の当社取締役会において、公募による新株式発行（一

般募集）及び当社株式の売出し（引受人の買取引受けによる売出し）並びに当社株式の売出し（オーバ

ーアロットメントによる売出し）と同時に決議されたものであります。 

当該第三者割当増資の内容等につきましては、平成 30 年６月１日付「新株式発行及び株式売出しに関

するお知らせ」及び平成 30 年６月 11 日付「発行価格及び売出価格等の決定に関するお知らせ」をご参

照ください。 

 

２．今回の第三者割当増資による発行済株式総数の推移 

（１） 現在の発行済株式総数 5,024,000 株 （平成 30 年６月 22 日現在） 

（２） 本件第三者割当増資による増加株式数 108,400 株  

（３） 本件第三者割当増資後の発行済株式総数 5,132,400 株  

 

３．調達資金の使途 

今回の一般募集及び本件第三者割当増資による手取概算額合計[1,406,466,688]円について、以下の投資に充当

する予定であります。 

① クラウドサービス提供目的のソフトウェア開発投資資金として265,700千円（平成31年６月期：109,100千円、平成

32年６月期：116,600千円、平成33年６月期：40,000千円）及び工具、器具及び備品5,000千円（平成31年６月期：
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5,000千円）を投資する予定であります。 

② データセンター設備のサービスレベルの継続的な維持を目的とした関連設備へ74,500千円（平成31年６月期：

62,500千円、平成32年６月期：6,000千円、平成33年６月期：6,000千円）を投資する予定であります。 

③ 石川県加賀市において、エンジニアの育成、採用および地域情報クラウド分野におけるオープンイノベーション創

出のための施設設立を目的とした建設費230,000千円（平成32年６月期：30,000千円、平成33年６月期：200,000千

円）を投資する予定であります。 

④ 石川県加賀市における新たな電子行政サービスの実証モデル開発、モビリティIoTに関連した新サービスの開発を

目的としたソフトウェア開発投資資金として135,000千円（平成31年６月期：15,000千円、平成32年６月期：80,000

千円、平成33年６月期：40,000千円）を投資する予定であります。 

⑤ モバイル事業における店舗改装工事資金として137,931千円（平成31年６月期：27,181千円、平成32年６月期：86,875

千円、平成33年６月期：23,875千円）を投資する予定であります。 

⑥ 事業拡大への対応及び多くの人材雇用を目的とした本社移転に伴う敷金の支払い100,000千円（平成31年６月期：

100,000千円）及び建物附属設備等89,393千円（平成31年６月期：4,600千円、平成32年６月期：84,793千円）を投

資する予定であります。 

⑦ 管理機能の強化及び業務効率化を目的とした全社基幹システムの導入及び機能追加・改修に108,000千円（平成32

年６月期：108,000千円）を投資する予定であります。 

⑧ 残額については、将来の設備投資資金に平成32年６月までに充当する予定であります。 

具体的な支出が発生するまでは、安全性の高い金融商品等で運用していく方針であります。 

なお、設備計画の内容については、平成30年６月１日付「新株式発行及び株式売出しに関するお知らせ」をご

参照ください。 

 

以 上 


